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 Children who have graduated from nursery school and kindergartens enter the elementary school. Children 
with disabilities, receive special needs education from care and education for children with disabilities. In 
transition from nursery school or kindergartens to school, developmental continuity and educational continuity 
must be valued for every children case of children with disabilities, this has been emphasized as support for 
school attendance. In this paper, historically the characteristics of each era were clarified about the 
relationship between care and education for children with disabilities and special needs education. ; 1.Sprout 
of relationship —  Before obligation system of schools for children with disabilities (postwar-1978) , 2. 
Optionalization of Relationship — Developing Period of Care and Education for Children with Disabilities and 
Special Needs Education (1979-2006) , 3. Structuring Relationship—Initiation and Development of Special 
Needs Education (2007-2017) 
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年は虚弱児施設 306 人に 19.8%、肢体不自由児施設 179
人に 5.4%、精神薄弱児施設(現在、知的障害児施設。
以下同樣)63 人に 0.8%など、6 施設で合計 601 人が、
1979 年は精神薄弱児施設 4,627 人に 78,1%、肢体不自
由児施設 2,065 人に 28.5%、肢体不自由児通園施設









































年度、小学校 602 学級 17,513 人、中学校 49 学級 1,655
人、計 651 学級 19,168 人、1978 年度、特殊学級は小
学校 14,353 学級 82,126 人、中学校 7,155 学級 42,949
人、計 21,508 学級 125,075 人であった。 
 特殊教育諸学校は、1950 年度、盲学校 76(4)校 5,155
人、聾学校 82（6）校 11,600 人、養護学校は知的障害
1校 28 人、病弱 2校 82 人、計 161（10）校 16,865 人。
1978 年度、盲学校 73(2)校 8,589 人、聾学校 110（10）
校 12,393 人、養護学校は知的障害 502 校 50,792 人、 
肢体不自由 139（17）校 17,547 人 病弱 81(18)校 5、











が適切かという判別指導が行われていた（注 6）。  













































































害児施設は 2,202 人の在籍児中、幼児の比率は 45.6%
だったが、1981 年度には 5,123 人のうち幼児の比率が
87.7%になるなど、知的障害児通園施設などで次第に幼
児化が進んでいった（注 8）。2011 年度には、通園施設












育所は、4,381 施設、6,373 人にすぎず、2/3 以上の保
育所が国の助成を受けていなかった。 













学校設置が相次ぎ、1970 年度は 234 校にすぎなかった
が、義務制直前の 1978 年度には 502 校と 268 校増え、








学校数 502 校、児童生徒数 50,792 人が、1979 年度は
学校数 654 校、児童生徒数 68,606 人と、１年間で学校
数で 152 校、児童生徒数で 9,814 人も増えた。 
 特別支援教育制度が始まる前年の 2006 年度は、盲学
校 71(2)に 3,688 人、聾学校 104(9)に 6,544 人、知的
障害養護学校 543(45)校に 71,453 人、肢体不自由養護
学校 197(15) 校 18,717 人、また、特別支援学級は、
小学校 24,994 学級に 73,151 人、中学校 10,952 学級に




  義務制実施を前に、1978 年 10 月、「教育上特別な取
扱いを要する児童・生徒の教育措置について」（文初特
278 号）の通達では、就学指導委員会は必置とされた。




































































  2007 年度から特別支援教育制度になってからも、図
1 のように、知的障害・肢体不自由・病弱特別支援学
校（かつての養護学校）は、今日に至るまで毎年増え
続けている（注 12）。  
図 1 特別支援学校（幼稚部・小学部・中学部・高 
      等部）在籍者の推移 
  2016 年度には、1979 年度の義務制実施当時と比べ、
学校数で 705 校、児童生徒数で 109,383 人も増え、学
校数で２倍、児童生徒数で２.６倍に増えた。 
 また、図 2 では、特別支援学級数と児童生徒数の増
加も著しく、毎年増え続けている（注 13）。 
   
図 2 特別支援学級数及び在籍者数の推移 
 2016年度は、視覚障害特別支援学校84(3)校に5,587
人、聴覚障害特別支援学校 120 (10) 校に 8,425 人、
知的障害養護学校 761 (76) 校に 126,541 人、肢体不
自由養護学校 349 (26) 校に 31,889 人、病弱特別支援
学校 149 (16) 校に 19,559 人に、また、特別支援学級
は、小学校 37,324 学級に 139,526 人、中学校 17,262










                
 図 3 通級による指導を受けている児童生徒数 































































 表 3 は、2013 年度から 2016 年度までの児童発達支
援と放課後等デイサービスの事業所数である(注 19)。  
  表 3 児童発達支援と放課後等デイサービスの 
     事業所数 
 表 4は、2016 年 9 月現在の児童発達支援と放課後等
デイサービスの利用状況である(注 20)。 
 表 4 児童発達支援と放課後等デイサービス事業 
    の利用状況（2016 年 9 月現在） 
 図 4、図 5は、児童発達支援と放課後等デイサービス
事業の事業者数と利用者数の推移を示したものである。 
         
   図 4 障害児支援の事業所数の推移 
         






① 1972 年 8 月 23 日付「心身障害児について」（児 
（年度） 2013 2014 2015 2016
児童発達支援事
業所 
2,802 3,258 3,942  4,984
放課後等デイサ
ービス事業所 

































































 図 6 は、1999 年度から 2013 年度までの保育所にお
ける障がい児の受け入れ状況である。2013 年度、国庫
補助の対象となった保育所は 7,442 ヵ所で障がい児が
11,529 人であるが、実際には 15,087 ヵ所で 53,332 人
が障害児保育を受けている。なお、2015 年度の国庫補
助の対象となった保育所は 7,668 ヵ所で障がい児は
12,286 人であった(注 21)。 
 
 図 6 保育所における障害児の受け入れ状況 
 このように、現在、保育所における障害児保育と、
図 4、図 5 で見るように、就学前の障がい幼児及び児
童の療育の場（事業所）と利用者は、毎年増えている















































成 19 年 3月 30 日）。 
































































































1) 高浜市（注 27）（注 28） 































































2) 瀬戸市 (注 29)（注 30）(注 31) 
 瀬戸市は、人口 130,619 人（2016.8.1 現在）で、小
学校２０校、中学校８校、市立特別支援学校１校、保
育所２５園（市１０・私１５）、認可外保育所（民間３、）




































家巡回）      
［療育支援事業の回数・対象児件数］ 
  2015 年度は訪問述べ 57 か所 対象 162 ケース(内
訳：愛知県コロニーあいち発達障害支援センターの地
域療育支援事業が 10 か所 27 ケース、瀬戸市 26 か所
73 ケース、学校教育課の特別支援教育巡回相談指導に
て 21 校 62 ケース) 
［保育所・幼稚園等療育支援事業日程］ 
    9:30～10:00 自己紹介・事前情報提供 
   10:00～12:00 対象児観察 
   13:00～15:00事例検討(1ケース30分～45分程度)
③ 愛知県立大学・教育委員会・子ども家庭課共同の育 
 成事業（愛知県立大学生涯発達研究所主催・瀬戸市 
 教育委員会・瀬戸市発達支援室共催）  
第Ⅰ期：特別支援教育リーダー養成講座(2013 年度よ 
 り 3年間）  
第Ⅱ期：特別支援教育リーダー養成講座(2016 年度よ 




社会福祉課・家庭児童相談室等）が情報提供で参加   
・公的機関（子育て支援施設・通園施設等）が必要で
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  保育協会が保有する認可保育所名簿を基に、全国認 
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